こども・未来プランの実施状況

1　事業数及び決算額・予算額
	　
	事　　業　　数
	決　　算　　額　・　予　　算　　額

	
	17年度
	18年度
	19年度
	20年度
	増 減
	17年度決算額
	18年度決算額
	19年度決算額
	20年度予算額
	増     減

	(1)成長段階に応じた取組
	118
	119
	119
	94
	▲25
	160億7,267万円
	162億4,657万円
	170億3,930万円
	192億5,334万円
	＋22億1,404万円

	(2)成長段階に共通した取組
	85
	86
	90
	83
	▲7
	459億6,618万円
	537億5,123万円
	549億5,167万円
	548億4,738万円
	▲1億0,429万円

	(3)援護を要する子ども・保護者への支援
	52
	54
	55
	53
	▲2
	115億5,758万円
	112億8,950万円
	125億9,338万円
	133億0,638万円
	＋7億1,300万円

	(4)職業生活と家庭生活の両立
	10
	11
	12
	10
	▲2
	4億8,269万円
	5億6,056万円
	5億2,191万円
	6億4,010万円
	＋1億1,819万円

	計
	265
	270
	276
	240
	▲36
	740億7,913万円
	818億4,788万円
	851億0,628万円
	880億4,721万円
	＋29億4,093万円


増減は19年度と20年度の比較。

各事業の実績等については、別紙1「施策体系別事業実績等一覧」参照。
２　主要プロジェクトの状況

	区　　　　　分
	プロジェクト名
	主　な　事　業　名
	事　　　　業　　　　実　　　　績

	
	
	
	内　　　　容
	17年度
	18年度
	19年度

	Ⅰ　子どもを守る
	(1)児童虐待対策プロジェクト


	子ども家庭センターにおける24時間365日体制の強化
	夜間休日受電件数（※２）
	
	308件
	447件

	
	
	地域虐待防止ネットワークの充実
《要保護児童対策地域協議会設置》
	設置市町村数（※２）
(各年度4月1日現在)
	21
	38
	39

	
	(2)地域で子どもの安全を守るプロジェクト
	「こども110番」運動の展開
	家・事業者数
	120,505件
	131,317件
	139,143件

	
	
	市町村立学校の警備員配置等に伴う補助
	警備員等配置校数（※１）
	705校
	603校
	601校

	Ⅱ　子育て家庭への支援


	(1)地域における子育て支援
プロジェクト
	子育て支援保育士事業
	実施箇所数（※３）
（保育所分）
	81
	169
	230

	
	
	地域子育て支援センター事業
	実施箇所数（※３）
(市町村単独事業含む)
	111
	118
	114

	
	
	キンダーカウンセラー事業
	実施園数
	82
	89
	96

	
	(2)保育所待機児童解消
プロジェクト
	待機児童の解消
	待機児童数（※３）
(各年度4月1日現在)
	855 人
	627人
	411人


※１　17年度大阪市を除く、18年度及び19年度大阪市及び堺市を除く
※２　大阪市及び堺市を除く

※３　大阪市、堺市、高槻市及び東大阪市を除く
	区　　　　　分
	プロジェクト名
	主　な　事　業　名
	事　　　　業　　　　実　　　　績

	
	
	
	内　　　　容
	17年度
	18年度
	19年度

	Ⅲ　次世代の青少年を育てる
	(1)不登校対策プロジェクト
	スクールカウンセラー配置事業
	配置中学校数（※１）
	334校
	290校
	290校

	
	
	スクールソーシャルワーカー配置事業
	対応事例件数（※１）
	417件
	453件
	731件

	
	(2)青少年の健全育成
プロジェクト


	青少年健全育成条例の運用
	有害図書類の指定
	0件
	65件
	127件

	
	
	府内小学校(高学年)を重点とした非行予防
教室
	開催回数
	1,201回
	2,502回
	2,471回

	
	(3)スポーツ・文化を通じて
豊かな感性を育む環境整備プロジェクト
	おおさか・元気シリーズ
	公演回数
	12回
	8回
	8回

	
	
	
	入場者数
	10,188人
	7,258人
	6,591人

	
	(4)若者の自立・挑戦
プロジェクト
	確かな学力の育成
《少人数指導等実施学校数》
	実施小学校数
(各年度５月1日現在)
	711校・98.1%
	614校

97.8%
	613校
97.9％

	
	
	
	実施中学校数
(各年度５月1日現在)
	330校

98.8%
	286校

98.6%
	286校
98.6％

	
	(5)若年者の就職支援
プロジェクト


	ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ

	登録者数
(累計)
	38,780人
	51,332人
	64,173人

	
	
	ニートサポート事業
	ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ実施人数
	726人
	1, 501人
	1,541人

	
	
	
	就労訓練参加者数
	20人
	35人
	31人

	Ⅳ　次代の親をつくる
	子どもとのふれあい推進
プロジェクト
	児童ふれあい交流促進事業
	実施市町村数
	３市１町
	３市１町
	4市1町

	Ⅴ　仕事と子育ての両立支援
	仕事と子育ての両立応援
プロジェクト
	両立支援取組事例データベース化
	データベース件数
	50件
	75件
	100件

	
	
	仕事と家庭の両立取組応援奨励金事業
(18年度から新規実施)
	選定企業数
	
	14社
	21社


※１　17年度大阪市を除く、18年度及び19年度大阪市及び堺市を除く
３　主な再構築・廃止事業

	　事　　業　　名
	今後の事業の方向性
	措置内容
	決算額(万円)

	専門里親の養成
	被虐待児等に対し、家庭的できめ細やかな援助を提供し、自立を促進するため、専門的技術を持った専門里親の養成に努めてきたところである。

今後は、これまでの事業実績や効果を踏まえ、里親委託推進事業に統合し、被虐待児等のケアの充実が図られるよう、より効果的・効率的な事業の推進を図る。
	他事業への
統合
	－

20年度予算

1,760

（里親委託事業）

	学校安全総合支援事業
	登校時から下校時までの学校警備及び非常時の警察等への通報を行うため、市町村（大阪市を除く）が行う、市町村立小学校及び養護学校への警備員等の配置などに対して補助するとともに、府立の盲・聾・養護学校に常駐警備員等を配置してきたところである。

今後は、これまでの事業実績や効果を踏まえ、地域の実情に応じた子どもの安全を守る取組が進められるよう、２１年度以降は、小学校分について交付金化を検討する。なお、支援学校分は継続して事業の推進を図る。
	交付金化等
検討
	5億4,480
20年度予算

5億4.080

	子育て支援保育士事業
	在宅の子育て家庭に対する支援が推進されるよう、地域の親子等の子育ち・子育て支援を図る民間保育所等に対して助成してきたところである。

今後は、これまでの事業実績や効果を踏まえ、類似の国庫補助事業を活用し、市町村が地域の実情を踏まえた制度設計が行えるよう再構築を図る。
	国事業活用
交付金化等
検討
	3億7,385
20年度予算

4億4,501

	スクールソーシャルワーカー配置事業
	不登校やひきこもり等の未然防止や早期対応に向け、小学校にスクールソーシャルワーカー（社会福祉士等）を配置し、面談や家庭訪問等を通して学校と家庭や地域との関係を調整するとともに、福祉的制度を活用した学校支援プログラムを作成、実行してきたところである。

今後は、これまでの事業実績や効果を踏まえ、20年度からは国事業を活用し、「いじめ・不登校対策事業」に統合して実施することにより、より効果的・効率的な事業の推進を図る。
	国事業活用
	1,526
20年度予算

1億5,699

（いじめ・不登校対策事業）


	　事　　業　　名
	今後の事業の方向性
	措置内容
	決算額(万円)

	大阪・アジアアートフェスティバル事業
	若手アーティスト・プロデューサーの発表機会の確保をはじめイベントの対象に若者文化を含める等、若者を中心とした人材の育成を目的に、様々なジャンルの文化・芸術の公演・展示等が一定期間、大阪城周辺で繰り広げられるフェスティバルを実施してきたところである。

本事業については、17～19年度までの重点事業として実施した。
	事業終了
	3,352

	市町村文化振興支援・文化コンテンツ振興事業
	市町村の自主事業うち、子ども（小、中学生を対象）に対する、芸術鑑賞機会の充実、文化体験、教育現場等における大阪文化の再発見につながる事業や新進芸術家の発掘・育成につながる事業で、企画内容が優秀なものに対し、補助金を交付してきたものである。

本事業については、役割分担の観点から廃止する。なお、国際児童・青少年演劇祭は、19～20年度の２か年事業であるため、20年度をもって廃止する。
	事業終了
	2,994

	キャリア育成推進事業
	府立高校へのキャリアコーディネータの配置やキャリア・カウンセリング基礎講座の実施など府内公立中学校、府立高等学校等のキャリア体験学習等を産学協働でトータルに支援・活性化するためにキャリア教育支援ステーションとの連携により教員のスキルアップとキャリア体験学習に関する情報の共有化を図ってきたところである。

本事業については、17～19年度の重点事業として、児童生徒の職業観・勤労観を育成するとともに、民間のノウハウを活用して学校の進路指導体制が充実するなど、初期目的を達成したため、19年度末で事業を終了する。
	事業終了
	3,470

	若者再チャレンジ就職支援事業
	若年非正規労働者に対して正規雇用に結びつきやすい資格の習得やキャリアアップを図ることで、正社員への就労に結びつけ、結婚や子育てを行いやすい環境整備に努めてきたところである。
本事業については、これまでの事業実績や効果を踏まえ、本府の財政状況に鑑み19年度をもって終了する。
	事業終了
	3,328


	　事　　業　　名
	今後の事業の方向性
	措置内容
	決算額(万円)

	地域親学習支援事業
	家庭の教育力の向上を図るため、これから親となる青少年（中学・高校生）や乳幼児の保護者等に重点を置き、親学習に関する学習機会提供等に取り組む市町村への補助事業等を実施してきたところである。

本事業は、地域における親学習の機会提供等の拡充を図るため、17～19年度に市町村に対して支援してきたものであり、当初目標を達成したため廃止するが、今後は、市町村における取組をさらに推進するとともに、これから親となる児童、生徒に対して、親と自分との関係、家庭での役割などを考えるきっかけとなるよう、学校の総合学習や家庭科等の授業で「親学習」の展開を図る。
	事業終了
	1,854

	仕事と家庭の両立取組応援奨励金事業
	府内の中小企業を対象に、中小企業が自ら取り組む「仕事と家庭の両立支援活動」を提案方式により募り、選考の上、事業に要した経費を予算の範囲内で両立取組応援奨励金として事業所に支給し、その取組を応援してきたところである。

本事業については、これまでの事業実績や効果を踏まえ、本府の財政状況に鑑み１９年度をもって終了するが、企業を対象とした両立支援の助成制度については、国や（財）２１世紀職業財団が実施しており、本府としては、こうした制度の更なる周知、誘導に努めていく。
	事業終了
	776


４　主な新規事業（平成20年度）
	　事　　業　　名
	事　　　業　　　内　　　容
	予算額(万円)

	学校支援地域本部事業
	地域社会が一体となって学校教育を支援するため、中学校区単位に、学校と地域との連携体制の構築を図り、地域住民の積極的な学校支援活動を促進する。多様な形態の教員支援を可能とし、教員が子どもと向き合う時間を確保する。
	4億4,092

	おおさか・まなび舎事業（中学校）
	府内の小中学校に放課後学習室を開設し、学習支援アドバイザーを派遣し児童生徒の自学自習力と学力の向上を図る。小学校については「おおさか元気広場推進事業」を活用。
	3,207

	学習指導ツール開発・実践事業
	各市町村教育委員会および学校教職員が一体となって学習指導評価、家庭学習に至るトータルな学習指導ツールを開発し普及を行い、大阪の子どもたちの学力向上を図る。
	850

	児童福祉施設退所児童への自立支援事業
	児童福祉施設等を退所する児童に対して、社会的に自立した地域生活を継続的に営むことができるようきめ細かな支援を実施する。
	581

	在宅医療児等支援体制整備事業
	ＮＩＣＵ長期入院児の在宅生活を支援する体制を地域における保健・医療等の連携により整備し、児童虐待防止等を図る。
	486

	身元保証人確保対策事業
	児童福祉施設等を退所する児童の自立を支援するため、施設長等が身元保証人となる場合の負担軽減を図る。
	87

	志や夢をはぐくむ教育推進事業
	道徳教育を中心に、各教科・総合的な学習の時間・特別活動との連携をはかり、子どもたちが夢や理想・目標を持ち、実現するための実践力を身につけさせる取り組みを行う。
	－

	生徒が主役の学校づくり事業
	府内の中学校で生徒会を中心として取り組んでいることの交流や知事との意見交換する場を設け、発信することを通して、府域での生徒会活動の活性化の気運を高める。
	－


５　目標数値の進捗状況
別紙2「目標数値の進捗状況(平成19年度)」参照。　
資料２
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